第7号様式
沖縄県総合福祉センター利用料減免申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県社会福祉協議会会長　殿

＜申請者＞
　住　所　　
　団体名　　
　代表者氏名　　　　　　　　　　　印

　電　話　　　
次のとおり利用料の減額・免除を申請します。

	催物の名称
	

	利用期間
	年　　　月　　　　　日（　　）　　　時　　分から

年　　　月　　　　　日（　　）　　　時　　分まで

	減額・免除を

申請する理由
	　
　

　

	備考
	


（注）１この申請書は、利用許可申請書と同時に提出すること。
第7号様式
沖縄県総合福祉センター利用料減免申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

沖縄県社会福祉協議会会長　殿

＜申請者＞

　住　所　　那覇市首里石嶺町４－３７３－１
　団体名　　沖縄県介護研修センター
　代表者氏名　センター長 福祉 哲也　印

　電　話　　098-882-5811
次のとおり利用料の減額・免除を申請します。

	催物の名称
	介護職員研修会

	利用期間
	平成○○年○月○日（月）○時○○分から

平成○○年○月○日（月）○時○○分まで

	減額・免除を

申請する理由
	沖縄県総合福祉センター管理に関する要綱第11 条第2 項第○号に属する。

	備考
	※本会からの指示が無い限り、特に記入する必要はありません。


（注）１この申請書は、利用許可申請書と同時に提出すること。
※参照：沖縄県総合福祉センター管理に関する要綱
（利用料の減免）
第11 条 本会が特別の理由があると認めるときは、利用料金を減額し、又は免除することができる。ただし、冷暖房設備利用料金については、減額又は免除しないものとする。
２ 利用料金を減額又は免除する場合は、次の各号に定めるとおり減免し、又は免除するものとする。
（１） 沖縄県が利用するとき。 免除
（２） 沖縄県から福祉に関する事業の委託を受けた者がその事業を行うために利用するとき。免除
（３） 国、地方公共団体、又は公共的団体（以下「国等」という。）が沖縄県と共催し、社会福祉の増進に寄与すると認められる事業を目的として利用するとき。免除
（４） 本会が特に必要があると認めるとき。 本会会長が認める割合。
（記入例）








